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Ⅰ．人生の最終段階における意思決定⽀援 

１．基本方針 
・ ACP（Advanced Care Planning）の考えに基づき、意思決定は変化していくものであ

ることを前提に、繰り返し話し合うプロセスを尊重する。 

・⼈⽣の最終段階を迎える患者が、その⼈らしい最期を迎えられるよう、厚⽣労働省「⼈

⽣の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容を踏

まえ、多職種から構成される医療・ケアチームで、患者とその家族等に対し適切な説明

と話し合いを⾏い、患者本⼈の意思決定を尊重し、医療・ケアを提供することに努め

る。 

２．人生の最終段階（終末期）に関する用語の定義  

１）⼈⽣の最終段階（終末期）とは（全⽇本病院協会、2016） 

以下の３つの条件を満たす場合をいう。 

・複数の医師が客観的な情報を基に、治療により病気の回復が期待できないと判断するこ

と。 

・患者が意識や判断⼒を失った場合を除き、患者・家族・医師・看護師等の関係者が納得

すること。 

・患者・家族・医師・看護師等の関係者が死を予測し対応を考えること。 

２） ACP（Advanced Care Planning）とは （⽇本医師会、2019） 

  将来の変化に備え、将来の医療及びケアについて、本⼈を主体に、その家族や近しい

⼈、医療・ ケアチームが繰り返し話し合いを⾏い、本⼈の意思決定を⽀援するプロセ

ス。本⼈の⼈⽣観や価値観、希望に沿った、将来の医療及びケアを具体化することを目標

にしている。 

３．人生の最終段階における具体的な医療・ケアの方針決定⽀援 
３－1︓患者本人の意思が確認出来る場合 

・患者本⼈による意思決定を基本とし、家族（もしくは主たる介護者）も関与しながら、

厚⽣労働省の「⼈⽣の最終段階における医療・ケアの決定プロセスにおけるガイドライ

ン」を参考に、医療・ケアチームが協⼒し、医療・ケアの⽅針を決定する。決定内容は

診療録に分かりやすく記録する。 



・時間の経過、⼼⾝の状態変化、医学的評価の変更、患者や家族を取り巻く環境の変化等

により、意思は変化することがあるため、医療・ケアチームは、患者が⾃らの意思をそ

の都度⽰し、伝えることが出来るように⽀援する。患者が⾃らの意思を伝える事が出来

なくなる可能性もあるため、その時の対応についても予め家族等を含めて話し合いを⾏

う。 

３－2︓患者本人の意思が確認出来ない場合 

・家族等が患者本⼈の意思を推定出来る場合には、その推定意思を尊重し、患者にとって

の最善である医療・ケアの⽅針を医療・ケアチームとともに慎重に検討し、決定する。 

・家族等が患者本⼈の意思を推定出来ない場合には、本⼈にとって何が最善であるかにつ

いて、家族等と医療・ケアチームにより⼗分に話し合い、決定する。 

・家族等がいない場合、または家族等が判断を医療・ケアチームに委ねる場合は、患者に

とって最善と思われる医療・ケアの⽅針を医療・ケアチームが慎重に検討し、決定す

る。 

・これらの決定が困難な場合、医療・ケアチームの申し⼊れにより、必要と判断される場

合は倫理委員会で、その⽅針を審議する。 

 

Ⅱ．認知症等で自らが意思決定をすることが困難な患者の意思決定⽀援 
障害者や認知症等で、⾃らが意思決定をすることが困難な場合は、厚⽣労働省の作成し

た「認知症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定ガイドライン」を参考に、出来る

限り患者本⼈の意思を尊重し反映した意思決定を、家族及び関係者、医療・ケアチームや

ソーシャルワーカー等が関与して⽀援する。 

 

Ⅲ．身寄りが無い患者の意思決定⽀援 
⾝寄りが無い患者における医療・ケアの⽅針についての決定プロセスは、本⼈の判断能⼒

の程度や⼊院費⽤等の資⼒の有無、信頼できる関係者の有無等により状況が異なるため、介

護・福祉サービスや⾏政の関わり等を利⽤して、患者本⼈の意思を尊重しつつ厚⽣労働省の

「⾝寄りがない⼈の⼊院及び医療に係る、意思決定が困難な⼈への⽀援に関するガイドライ

ン」を参考に、その決定を⽀援する。 

 Ⅳ．参考資料 
・⼈⽣の最終段階における医療・ケアの決定、プロセスにおけるガイドライン:厚⽣労働省 2018 年

3 ⽉改訂 



・⾝寄りがない⼈の⼊院及び医療に係る、意思決定が困難な⼈への⽀援に関するガイドライン:平成 

30 年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦（地域医療基盤開発推進研究事業） 「医療現場にお

ける成年後⾒制度への理解及び病院が⾝元保証⼈に求める役割等の実態把握に関する研究」班 研

究代表者 山縣然太朗 

・認知症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定ガイドライン:厚⽣労働省 2018 年 6 ⽉策定 

・これからの治療・ケアに関する話し合い - アドバンス・ケア・プランニング（編︓木澤義之 平成

29 年度厚⽣労働省委託事業 ⼈⽣の最終段階における医療体制整備事業で作成されたパンフレッ

トを改訂したもの）EOL_shimin_A4_text_201909.pdf (kobe-u.ac.jp) 

 

 


